
（平成２２年６月２３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認岩手地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

岩手国民年金 事案 619  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年７月から 38 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年７月から 38年３月まで 

私の国民年金保険料は、母か妻が納付しており、未納分についてはまとめ

て納付したはずである。 

したがって、申立期間の国民年金保険料のみが未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入期間については、申立期間を除き国民年金保険料を

すべて納付しているほか、申立人の保険料を納付していたとする申立人の母及び

妻の保険料は、申立期間を含めすべて納付済みとなっている。 

また、申立人の母及び妻に係る国民年金被保険者台帳によれば、申立人の母

は自身の申立期間の国民年金保険料について、申立人の妻は昭和 41 年１月から

同年３月までの期間の保険料について、いずれも、附則 13 条に基づく第１回特

例納付を利用して納付されていることが確認できることから、申立人の母及び妻

の納付意識は高く、国民年金制度に対する理解も深かったものと考えられる。 

さらに、申立期間は、申立人が結婚する前の期間であり、申立人及びその母

の国民年金手帳記号番号は連番で払い出されているほか、申立人、その母及び妻

に係る昭和 40年度から 44年度までの３人の納付日は、国民年金被保険者台帳か

ら納付日を読み取れる範囲では、おおむね一致しているとみられることを踏まえ

ると、申立期間の国民年金保険料についても特例納付を利用して納付したものと

みても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

   

岩手厚生年金 事案 659 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格

取得日の記録を昭和 32 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万

8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和４年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 32年８月１日から 33年４月１日まで 

私は、昭和 32 年６月１日付でＤ社Ｅ支店から同社と合併予定のＡ社Ｃ支店

に出向し、同年８月の合併に伴い転勤扱いになった。継続して勤務していたこ

とは間違いないので、私が申立期間において厚生年金保険被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された辞令書、同僚から提出された申立人に係る社員カード

（写）及びＡ社の事業を承継したＢ社から提出された会社沿革に係る資料から判

断すると、申立人が申立てに係る関連会社に継続して勤務（Ｄ社Ｅ支店から同社

と昭和 32 年８月に合併したＡ社Ｃ支店に同年８月１日に異動）していたことが

確認できる。 

また、当時の社会保険事務担当者は、「申立人は、昭和 32 年６月にＤ社Ｅ支

店から出向してきて同年８月からは転勤扱いとなった。申立人は本社採用なので

本社から付替伝票で厚生年金保険料の請求が来ており、申立期間においても給与

から厚生年金保険料を控除していた。」と供述している。 

さらに、Ｂ社は、「正社員であれば、厚生年金保険に加入する資格があったと

思われる。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 



                      

   

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＤ社Ｃ支店における昭和

33 年４月の厚生年金保険事業所別被保険者名簿の記録から、１万 8,000 円とす

ることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は、不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周

辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が

申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。



                      

   

岩手厚生年金 事案 660 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格取得

日の記録を昭和 32年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 8,000円

とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 12年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32年 11月１日から 33年４月１日まで 

私は、Ｄ社Ｅ支店から同社Ｃ支店に転勤になった。継続して勤務していたこと

は間違いないので、私が申立期間において厚生年金保険被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚から提出された申立人に係る社員カード（写）及びＡ社の事業を承継したＢ

社から提出された会社沿革に係る資料から判断すると、申立人が申立てに係る関連

会社に継続して勤務（Ｄ社Ｅ支店からＡ社Ｃ支店に異動）していたことが認められ

る。 

また、当時の社会保険事務担当者は、「申立人は、私の上司であり、昭和 32 年

11 月にＤ社Ｅ支店から転勤してきたことを覚えている。申立人は、本社採用なの

で本社から付替伝票で厚生年金保険料の請求が来ており、申立期間においても給与

から厚生年金保険料を控除していた。」と供述している。 

さらに、Ｂ社は、「正社員であれば、厚生年金保険に加入する資格があったと思

われる。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、前述の社会保険事務担当者の供述から、申立人のＡ社Ｃ支店における資格

取得日は、Ｄ社Ｅ支店における資格喪失日と同日の昭和 32年 11月１日とすること



                      

   

が妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＤ社Ｃ支店における昭和

33 年４月の厚生年金保険事業所別被保険者名簿の記録から、１万 8,000 円とする

ことが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申

立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 



                      

  

岩手国民年金 事案 620 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年 10月から同年 11月までの期間、４年７月から同年８月まで

の期間及び同年 10月から５年 10月までの期間の国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成２年 10月から同年 11月まで 

             ② 平成４年７月から同年８月まで 

             ③ 平成４年 10月から５年 10月まで 

申立期間については、仕事を辞めた後に、母親が国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付してくれたはずである。 

したがって、申立期間が未加入期間となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録及びＡ町（現在は、Ｂ市）作成の国民年金被保険者名簿のいず

れにおいても、申立期間は国民年金の未加入期間とされていることから、申立期

間に係る国民年金保険料の納付書が発行されることは無く、申立期間の保険料を

納付することはできなかったものと考えられる。 

また、申立人は、昭和 57 年の国民年金加入当初からＡ町以外に住民登録をし

ていないなど、申立人に対し、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付

に関与しておらず、申立人の母親は既に他界しているため、申立期間に係る国民

年金の加入手続及び保険料の納付状況は不明である。 

加えて、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。



                      

  

岩手国民年金 事案 621 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年４月から 58 年３月までの付加保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年４月から 58年３月まで 

私は、昭和 48 年８月から農業者年金に加入したことに伴い、国民年金に

ついては定額保険料と一緒に付加保険料も納付していたはずなので、申立

期間について定額保険料のみ納付済みとされ、付加保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金保険料について、農業者年金加入者は制度上、定額保険料と併せ

て強制で付加保険料を納付する者として扱われているが、国民年金保険料が

免除された場合には、強制で付加保険料を納付する者として扱われなくなる

ため、国民年金保険料を追納する際には、定額保険料のみを追納することと

なり、付加保険料を納付することはできない。 

また、申立人に係る国民年金被保険者台帳によると、申立期間は、当初、

国民年金保険料の申請免除期間であったこと、及び昭和 59 年３月に定額保険

料のみ追納されたことが確認でき、記録に不自然さはみられない。 

さらに、申立期間当時、申立人と一緒に国民年金保険料を納付していたと

する申立人の妻及び農業者年金に加入していた申立人の兄も、その国民年金

被保険者台帳によると、申立期間は、いずれも、当初、国民年金保険料の申

請免除期間であったこと、及び昭和 59 年３月に定額保険料を追納したことが

確認でき、申立人と同一の納付状況となっている。 

加えて、申立人が申立期間について付加保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の付加保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



                      

   

岩手厚生年金 事案 661 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 25年ごろから 26年ごろまで 

         ② 昭和 26年ごろから 28年ごろまで 

私は、申立期間①に船舶所有者Ａが所有するＢに、申立期間②に船舶所有者

Ｃが所有するＤに、それぞれ乗船していたが、船員保険の被保険者記録が無い。

しかし、間違いなく乗船していたので私の船員保険の被保険者記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、船舶所有者Ａは死亡しており、申立人は乗船者の氏名

を記憶していないこと及び船員手帳を所持していないことから、申立期間におけ

る当該船舶への乗船及び船員保険の適用について確認することができない。 

また、年金事務所では、当該船舶所有者について船員保険の適用事業所として

の記録は無いと回答している上、同事務所が保管する船舶所有者名簿をみても、

当該船舶所有者の記録は確認できない。 

さらに、当該船舶所有者が所属していたと思われるＥ組合（現在は、Ｆ組合）

では、当該船舶所有者に係る記録は残っていないと回答している。 

申立期間②については、船舶所有者Ｃが所有するＤの複数の乗船者の供述によ

り、申立人が当該船舶に乗船していたことは推認できる。 

しかしながら、前述のとおり、申立人は船員手帳を所持しておらず、また、当

該船舶は、申立期間中にＧ沖でだ捕されているが、当時の新聞記事に掲載されて

いる乗船者氏名に申立人の氏名は無いことなどから、当該船舶における申立人の

乗船の時期及び期間は特定できない。 

また、当該船舶所有者の所在は確認できず、承継事業所であるＨ社も既に船員

保険の適用事業所でなくなっており、その代表者及び役員の所在も不明であるた



                      

   

め、申立内容を確認できる関連資料や供述を得ることはできなかった。 

さらに、当該船舶の乗船者は、「昭和 30 年以前は１年から２年程度乗船した

者については、船員保険に加入していない者もいた。」などと供述しており、必

ずしも乗船した者すべてを船員保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

加えて、当該船舶に係る船員保険被保険者名簿を確認したところ、申立人に係

る記録は無い上、申立期間において被保険者証の記号番号に欠番や乱れは無い。 

このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

 


